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038　高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書の
全体的な枠組み、構成、および指針となる原則に関する
[bookmark: _Hlk232964167]ジョージア共和国公的擁護官（オンブズマン）事務所からの意見

2026年4月22日

[bookmark: _Hlk232937233]ジョージア公的擁護官事務所（The Public Defender’s Office）は、高齢者の人権に関する法的拘束力のある文書（LBI）の全体的な枠組み、構成、および指針となる原則について、国内人権機関（NHRIs）のグループが共同で提出した意見書に対する支持を表明する。さらに、我々は国内の状況を踏まえたさらなる見解を示し、この立場を補完したい。AステータスのNHRIとして、我々は、高齢者の人権に関する政府間作業部会の第1回実質会合に向けた準備プロセスに貢献するとともに、高齢者の権利を効果的に保障するための法的拘束力のある国際文書の策定が極めて重要であることを強調する。
[bookmark: _Hlk232937427]高齢者の権利の保障は、公的擁護官事務所（ジョージアの国内人権機関）の主要な優先分野の一つである。この点で、高齢者の人権状況および長期ケア施設における権利保障の両方について、体系的な監視が行われている。こうした監視の結果は、公的擁護官が作成する特別報告書に反映されており、そこには所管当局に向けた関連勧告も含まれている。さらに、高齢者の権利に関する専用の実質的な章が、議会への公的擁護官の年次報告書に盛り込まれている。
ジョージア国内人権機関は、高齢者に対する暴力の根絶にも特に重点を置いている。長年にわたり、本機関は高齢者を含む暴力の被害者である女性の権利保障を監視し、数多くの制度的な欠陥を特定してきた。これらの調査結果には、とりわけ、監視活動を通じて明らかになった不備に加え、高齢者向け居住施設の継続的な評価や、監視中に特定された個別の暴力事例から得られた結果が含まれている。公的擁護官は、立法・規範的枠組みおよびその実務的な実施の両面から、高齢者に対する暴力に対する国家の対応メカニズムを評価している。
高齢者向け長期ケア施設の監視により、多くの施設が適切な登録や国家の監督なしに、民間資金によって運営されていることが明らかになった。その結果、国家はこれらの施設の活動に関する包括的な情報を欠いている。また、ケアの実践は主に医学モデルに基づいており、これにより高齢者の自律や意思決定プロセスへの積極的な参加が制限され、社会的孤立のリスクが高まっていることも確認された。この状況は、「寝たきり」や虚弱な高齢者にとって特に深刻であり、彼らはしばしば移動能力や適切な身だしなみを保つ能力を奪われている。その他の懸念事項としては、職員の資格や専門的能力の不足、個別ケア計画の形式主義的な性質、社会活動やレクリエーション活動の欠如、そして効果的なフィードバックや苦情解決メカニズムの不在などが挙げられる。
国内のその他の課題としては、高齢者に対する暴力に関する統計データの収集と分析がある。総合的で詳細なデータが欠如しているため、虐待のパターンや特徴を特定することが困難であり、その結果、責任機関が的を絞った効果的な予防、保護、支援策を策定する能力が制限されている。
さらに、暴力の被害者に対して国が提供するサービスの範囲は依然として限定的である。特に懸念されるのは、セルフケア能力に制限のある高齢者をシェルターに入所させることである。こうした施設では、セルフケアが困難な人に日常的なケアを提供するための、適切に調整されたサービスや十分な専門職員が欠如していることが多々ある。その結果、ケアスタッフの業務負担が大幅に増大し、サービスの質とスタッフのウェルビーイングの両方に悪影響を及ぼしている。場合によっては、シェルターがセルフケアの困難な利用者の受け入れを拒否することもあり、実際、このグループは不可欠なサービスを利用する機会が制限されている。
一方、ホットラインのオペレーターの情報によると、シェルターサービスへのアクセスは形式上、すべての個人に開放されている。しかし実際には、セルフケアが困難な利用者などのケースは、しばしば専門施設へ転送される。
結論として、ジョージア共和国公的擁護官は、国内の事例を提示することにより、国内の既存の欠陥に対処し、高齢者の人権保障を強化するための、法的拘束力のある国際的な条約を策定する必要性を強調した。　

（翻訳・佐藤久夫、　　　）
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